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調査概要 

1.1  調査目的 

内閣府では、新たな公共交通システムの導入に関し、平成 22年度及び平成 23年度の調査において、

仮定のモデルルートを設定し、需要予測するとともに、事業採算性や費用便益比（Ｂ/Ｃ）等の検討を

実施したところ、累積赤字や概算事業費が多額になることやＢ/Ｃが１を大幅に下回ることなど、様々

な課題があることが明らかとなった。 

このため、平成 24 年度より鉄軌道をはじめとする新たな公共交通システムの導入課題の基礎調査

を実施し、平成 24年度調査から平成 26年度調査では、コスト縮減方策の検討や県外来訪者需要予測

モデルの見直しに取り組むとともに、事業採算性やＢ/Ｃの試算を行うことに加え、需要喚起方策の

検討や鉄軌道導入効果の計測方法の検討を行った。また、平成 27年度から平成 30年度調査では、こ

れまでの調査で抽出された課題を踏まえつつ、一層のＢ/Ｃの改善に向けて、県民の需要予測モデル

の見直し等について引き続き検討を行い、さらなるコスト縮減方策の検討や、鉄軌道に関する制度等

についての研究等を行った。この結果、平成 23年度調査と比較して概算事業費の縮減やＢ/Ｃの改善

が図られたが、依然としてＢ/Ｃが１を下回ることや、事業採算性の確保等に課題がある。 

令和元年度調査では、過年度調査を踏まえつつ、沖縄県とも情報交換等を行いながら、支線を含め

たモデルルートや概算事業費等について精査するとともに、制度面等に関して更に研究等を行った。 
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1.2  調査内容 

調査内容は以下のフローの通りである。 

 

 

 

 
 
 

図 調査実施フロー 
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